
1．

　　

（1）

（2）

（3）

2．

その他の事業

Ａ事業費 Ｂ事業費 C事業費
（1）

478,461 0 0 478,461

37,687 0 0 37,687

0 0 0 0

516,148 0 0 516,148

（2）

1,165,568 0 0 1,165,568

1,094 0 0 1,094

10,650 0 0 10,650

43,261 0 0 43,261

4,631 0 0 4,631

1,225,204 0 0 1,225,204
1,741,352 0 0 1,741,352

3．

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

　 0 0

　 0 0

　 0 0
0 0 0 0 0 0

4．

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

△ 1,415,807 3,515,211 0 2,099,404

5．

財務諸表に計上

された金額

内役員及び近親

者との取引

168
168 0

C事業名 教育情報販売事業

B事業名

A事業名 子どもの貧困対策事業

社会人や高齢者を対象としたリカレント教育に関する事業

固定資産の増減は以下の通りです。

借入金の増減は以下の通りです。

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位：円)

役員及びその近親者との取引の内容

特定非営利活動に係る事業

通信運搬費

有形固定資産

什器備品

無形固定資産

(単位：円)

科　　目

長期借入金

ソフトウエア

敷金

借入金の増減内訳

科　　目

合　　計

(単位：円)

科　目

役員借り入れ

その他経費計

固定資産の増減内訳

科　　目

投資その他の資産

給料手当

臨時雇賃金

法定福利費

人件費計

その他経費

合　　計

消耗品費

交際費

賃借料

広告宣伝費

事業費の内訳

人件費

事業費計

(単位：円)

棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は、原価基準により評価方法は総平均法によっています。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

消費税等の会計処理

事業費の区分は以下の通りです。

財務諸表の注記

重要な会計方針
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（２０１０年７月２０日　２０１７年１２月１２日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）に

よっています。

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。


